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研究成果の概要（和文）：本研究では、租税法と刑法と金融取引法の研究者が相互の立場から、脱税や金融取引
における不正をどのように規制すべきかについて米欧の類似制度を比較研究してきた。これらは、わが国では、
従来、経済刑法という分野にカテゴライズされていた論点ではあるが、それほど先行研究があったわけではな
い。そのため、近年話題になっているパナマ文書やルックス・リークを手掛かりに、OECDのBEPSプロジェクト
や、企業不正をめぐるコーポレートガバナンス、さらには証券不正までを対象にして研究を進めてきた。その
間、約100年ぶりに租税法脱法（租税刑法）の改正作業を目的としたの討論が政府内で始まるなど、実務の動き
とも連携してきた。

研究成果の概要（英文）：In this study we tried to analyse how econmic crimes (including tax frauds) 
should be imposed the penalty or regulated in the relevant statues. As the starting point,we focused
 on Panama Papers, Lux Leaks and emmissions scandals in Europe/USA. Then after we tried to survey 
how differ the Japanese situations from those of in Europe and in USA. Prof, Manzawa wrote several 
papers regarding the civil responsibility of security companies in USA,especially in case their 
employees (including stock brokers) did an injustice to clients. Meanwhile Prof, Utsumi made a lot 
of efforts to translate articles of famouse German criminallaw professors into Japanese,Her main 
subject was the corporate due diligence.
Finally,as the principal researcher of this project, I was able to submit the national papers titled
 "The future of transfer pricing in Japan" and "Tax Transparency in Japan" in English.It was 
accepted by foreign editrors and shall be published in a English book in the near future.           
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１．研究開始当初の背景 
 
研究開始当初は、欧州で問題になっていた
Stolen CD（脱税をしていると推測されるプ
ライベートバンクの顧客情報を違法コピー
した CDを独当局が情報提供者から有償で入
手し、脱税犯を摘発した）事件を手掛かりに
し、租税逋脱罪をはじめとする経済犯罪をわ
が国の現行の法律上、どのように処罰するこ
とができるのか、また、納税者側の個人情報
をプライバシー保護の観点からどこまで保
護すべきかに焦点をあてて、比較法研究をは
じめた。 
 
ただし、わが国では、Stolen CD事件に関与
した（＝過度な租税回避スキームを利用して
節税しようとした）公人（＝政治家）がほと
んどいなかったこと、むしろビジネスマンや
単に名前を使われた私人の方が多数をしめ
ていたことから、社会的なインパクトは欧米
に比べてそれほど高くないこともわかって
いた。 
 
そのため、日本の現状と欧米のそれとの違い
を考慮し、むしろ経済犯罪には、脱税以外に
も企業人の犯す犯罪が多岐にわたって存在
することに気づき、コーポレートガバナスを
含めた企業犯罪にまで幅広く研究対象に広
げることとした。その中でも、租税法をはじ
めとする経済系の民事（＝行政）法規制と刑
法の特別法としての経済刑法との交錯を模
索することにした。 
 
さらに、わが国での先行研究が極めて限られ
ていることから、比較法研究を行う必要性を
感じたため、欧州（特にドイツ）に留学した
関係で、従前から知り合いだった松原・内海
の他、若手研究者として活躍を始めていた米
国法（特に金融法）の専門家でもある会社法
の研究者である萬澤陽子氏も本研究の研究
分担者として仲間に迎え、ドイツ法だけでな
く、アメリカ法の知見を広げることにした。 
 
合わせて、わが国の現行の租税法上では、脱
税額の多寡から民事事件（の一部である行政
事件）と刑事事件のいずれかに分類されるの
であるが、両者の関係をとらえなおす観点か
ら、租税争訟手続と租税刑事手続の相互比較
も念頭においた。これは、最近の欧米先進国
で、特に注目されているテーマでもある。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の主目的は、わが国では刑法系の研究
者の間でも、租税法の研究者の間でも、また
一般社会でも、従来それほど重視されていな
かった経済犯罪の一つとしての租税逋脱法
を体系的にとらえなおすことにあった。そも
そも、わが国の租税法学は、第二次世界大戦
後のシャウプ税制を機に独立した学問分野

として認識され、それ以降は、アメリカ流の
租税実体法の研究にどちらかというと主力
が置かれ、租税処罰法をはじめとする租税手
続法に関しては、学問的な蓄積より、むしろ
実務優先だったきらいがある。 
 
よって、租税法の研究者の立場から、他の専
門科目の研究者と協力して、比較法的な観点
で租税手続法の分野をもう一度体系立てて
とらえなおすこともまた意義があるのでは
ないかと考えた。最後に、本研究では、学際
研究と実務家との交流も大きな柱としてと
らえている。 
 
３．研究の方法 
 
研究方法としては、当初は、共同研究を予定
していたが、共同研究者のお一人である萬澤
陽子先生が本研究開始直後に出産・育児をさ
れていたこと（しかし、産休制度は、本務校
で事実上取得されなかったため、科研費も研
究中断の手続を行うことは特にしなかった）
諸外国の研究者の論文の翻訳作業と並行し
て、日本に外国人研究者を複数招聘し、直に
質疑応答に対応していただくことで、現状認
識とわが国と諸外国との法制度およびその
運用の違いを認識するように努めた。 
 
合わせて、わが国の現状を諸外国に紹介する
という意味で、欧文での論文の公表等も行っ
ている。また、厳密な意味での研究成果を発
表する前に、海外の専門家との意見交換の場
を兼ねて、10 名から 20 名程度の関係者を招
いて何度か特定のテーマでの講演会を明治
大学でも実施している。書物だけではうかが
い知れない外国の法制度の背景を講演者本
人からアドリブで聴くことができた。 
 
外国人研究者・実務家の講演会を企画した理
由としては、他にも、我々の直接知らない聴
衆の中に、新たに本研究テーマに興味を持っ
てくれる第三者ができれば、彼らからのフィ
ードバックを通して、研究のすそ野が広がる
のではないかと考えたからでもある。実際、
その点に関しては、昨今、本研究内容とほぼ
同様のテーマで研究を始めている同業者が
増えたことから、我々の当初の予想よりは、
はるかに大きなスピル・オーバー効果があが
ったのではと考えている。今回は、まだ端緒
にすぎないが、最終的には、日本からの発信
をとおして、相互交流ができれば、何よりと
も考えた。 
 
４．研究成果 
 
研究成果としては、外国語論文の翻訳と合わ
せて、海外への調査旅行（出張）、国際会議
への論文投稿（査読付）や国内外での研究会
の発表を各人が各々の専門分野で、活発に行
ってきたことがあげられる。 



 
具体的には、内海と松原が主にドイツ語から
日本語の文献の翻訳を行い、萬澤が米国の制
度を調べて日本語の論文にした。調査旅行・
出張は、全員がそれぞれの分野で個別に行っ
ている。最後に、松原は積極的に国際会議に
参加し、ペイパーを欧文で作成することに勤
しんだ。 
 
ただし、プロジェクトの範囲設定が、かなり
幅広かったこと、またメンバーの中に育児中
や在外研究中の者がいたことから、当初予定
していたような完全な共同研究は、残念なが
ら本研究の遂行期間中はできなかった。いず
れ、このテーマを発展させたときに、（国際）
共同研究をも含めた成果を目標にするつも
りである。 
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